
北海道告示第11661号
北海道が令和６年度（2024年度）において補助金等を交付する事務又は事業、補助対象経費、補助率等を次のとおり定める。
また、次の表の左欄に掲げる事務又は事業に係る補助金等の交付決定、補助金等の額の確定その他補助金等の交付に関する権限は、それぞれ同表の補助金等の交付に関する権限の委任欄に掲げる

職にある者に委任する。

令和６年（2024年）12月６日
北海道知事 鈴 木 直 道

（保健福祉部所管分 その23）

補助金等を交付する事 交付申請書に添付 実績報告書に添付 交付申請書の提出部数 補助金等の交
務又は事業の名称及び 補 助 対 象 者 補 助 対 象 経 費 補 助 率 等 すべき関係書類 すべき関係書類 提出期限及び提出先 付に関する権 摘 要
その目的又は趣旨 限の委任

１ 社会福祉施設整備事業(障が 社会福祉法人 １ 本体工事費 ４分の３以内 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 提出部数 １部 総合振興局長
い福祉施設等) （本年度中に設 施設の整備（施設の整備と一 保福第１の20号様式 保福第４号様式 提出期限 別に指示す 又は振興局長

立認可がなされ 体的に整備するものであって、 寄附金その他 保福第３号様式 保福第６号様式 る日
障害者の日常生活及び社会 るものを含む。）、 知事が必要と認めた整備を含 の収入金がある 保福第５号様式 別に指示する様式 提 出 先 総合振興局

生活を総合的に支援するため 医療法人、日本 む。）に必要な工事費又は工事 ときは、補助金 別に指示する様式 又は振興局
の法律（平成17年法律第123 赤十字社、公益 請負費及び工事事務費（工事施 等の額の算定に の保健環境
号）、生活保護法（昭和25年 社団法人、一般 工のため直接必要な事務に要す 当たり、当該寄 部社会福祉
法律第144号）及び社会福祉法 社団法人、公益 る費用であって、旅費、消耗品 附金その他の収 課
（昭和26年法律第45号）に基 財団法人、一般 費、通信運搬費、印刷製本費及 入金の控除等を
づく社会福祉施設等の整備を 財団法人、ＮＰ び設計監督料等をいい、その額 行う。
行うことにより、社会福祉施 Ｏ法人、営利法 は、工事費又は工事請負費の2.6
設入所者等の福祉向上を図る 人等 ％に相当する額を限度とする。
ため、予算の範囲内において 以下同じ。）。
補助する。 ただし、別の負担金（補助金）

又は本欄の他の工事費において
別途補助対象とする費用を除き
（以下同じ。）、工事費又は工事
請負費には、これと同等と認め
られる委託費、分担金及び適当
と認められる購入費等を含む（以
下同じ。）。

２ 解体撤去工事費及び仮設施設
整備工事費
解体撤去に必要な工事費又は

工事請負費及び仮設施設整備に
必要な賃借料、工事費又は工事
請負費


